
持続可能な未来を
つくるために

SDGs（持続可能な開発目標）の
達成にも貢献

　10年後に目指す宮城の
将来像を実現し、さらにそ
の先、私たちの子や孫の代
まで、宮城で安心して暮ら
すことができるよう、次の３
つの視点を重視します。

　SDGsは、誰一人取り残さな
い持続可能な世界の実現に向
けた世界共通の目標です。
　SDGsの特徴や17のゴール
の内容などを、新ビジョンにで
きる限り反映しています。

　これまで積み重ねてきた富県宮城の力をさらに成長させ、県民の皆さんが活躍できる機会と地域の魅力に
あふれ、東北全体の発展にも貢献する、元気で躍動する宮城、そして、一人一人が、安全で恵み豊かな県
土の中で、幸福を実感し、いつまでも安心して暮らせる宮城を目指します。
　これまで以上に、県民の皆さんをはじめ、企業、NPO、大学・研究機関、行政などが連携・協働しながら
取り組みを推進します。

人づくり

地域づくり

イノベーション

４
月
か
ら
新
ビ
ジ
ョ
ン
が
ス
タ
ー
ト

　
令
和
３
年
度
か
ら
の
１０
年
間
の
県
政
運
営
の
基

本
指
針
と
な
る「
新
・
宮
城
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
」（
以

下「
新
ビ
ジ
ョ
ン
」）を
策
定
し
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で

の
県
政
運
営
の
理
念
を
継
承
し
な
が
ら
、
社
会
の

変
化
を
捉
え
た
取
り
組
み
な
ど
に
よ
り
、
宮
城
の

さ
ら
な
る
躍
進
を
図
り
、「
生
ま
れ
て
よ
か
っ
た
、

育
っ
て
よ
か
っ
た
、
住
ん
で
よ
か
っ
た
」と
思
え
る

宮
城
を
目
指
し
ま
す
。

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
の

成
果
や
課
題

　
平
成
１９
年
に
策
定
し
た「
宮
城
の
将
来
ビ
ジ
ョ

ン
」に
基
づ
き
県
政
を
推
進
し
、
こ
の
間
、
県
内

総
生
産
が
約
１
兆
円
増
加
す
る
な
ど「
富
県
宮

城
」の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
が
実
を
結
ん
で

い
ま
す
。

　
ま
た
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
１０
年
が
経
過
し
ま

す
が
、
復
旧
・
復
興
を
最
優
先
課
題
と
位
置
づ
け
、

被
災
者
支
援
や
復
興
ま
ち
づ
く
り
、
創
造
的
な
復

興
の
取
り
組
み
に
全
力
を
尽
く
し
ま
し
た
。

　
一
方
で
、
子
育
て
支
援
や
将
来
を
担
う
子
ど
も

の
育
成
の
取
り
組
み
強
化
、
復
興
完
了
に
向
け
た

被
災
者
へ
の
継
続
的
な
支
援
な
ど
が
一
層
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

今
後
想
定
さ
れ
る
社
会
の
変
化

　
今
後
、
人
口
減
少
が
急
速
に
進
み
ま
す
。
こ
れ

ま
で
経
験
し
た
こ
と
の
な
い
人
口
減
少
社
会
へ
の

対
応
が
非
常
に
重
要
で
す
。

　
ま
た
、
気
候
変
動
の
影
響
に
伴
い
大
規
模
化
・
多

様
化
す
る
自
然
災
害
へ
の
対
応
や
、
喫
緊
の
課
題
で

あ
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
は
も
と
よ

り
、
ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
や
デ
ジ
タ
ル
化
な
ど
の
社
会

変
化
に
対
応
し
た
取
り
組
み
も
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
こ
の
た
め
新
ビ
ジ
ョ
ン
は
、
こ
れ
ま
で
の
取
り

組
み
の
検
証
と
、
今
後
想
定
さ
れ
る
社
会
の
変
化

な
ど
を
踏
ま
え
て
策
定
し
て
い
ま
す
。

— 「新・宮城の将来ビジョン」の概要 —

県政運営の理念

富県躍進！
プ ロ グ レ ス

～多様な主体との連携による活力ある宮城を目指して～

県政 ニュース

表紙デザインは、宮城大学
と協働で作成しました

H27
（2015）

 R2
（2020）

 R12
（2030）

 R22
（2040）

 R42
（2060）

 R32
（2050）

2060年の県内人口の見通し

このまま何も手を打たなければ
45年間で約90万人減少！

合計特殊出生率の向上、人口の
流入増・流出抑止などの取り組み
により、172万人を目指します。

参考：国立社会保障・人口問題研究所の推計人口値

172.1万人
233.4万人

143.5万人
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問 震災復興政策課　☎022（211）2418

震災復興計画を受け継ぎ、
復興完了に向けたきめ細かなサポートを

子育て支援や教育分野を新たな柱に。
政策を推進する４本の柱と８つの「つくる」

地域社会づくり

　県は、平成23年10月に震災復興計画を策定し、復旧・復興に向けて全
力で取り組んできました。その結果、ハード面については多くの地域で取
り組みが完了しましたが、被災者の心のケアや地域コミュニティの再構築
などソフト面については、今後も中長期的な取り組みが必要です。
　新ビジョンでは、震災からの復興を成し遂げるため、震災復興計画を受
け継ぎ、一人一人に寄り添った丁寧なサポートを実施します。 多世代の住民で賑わう復興公営住宅での夏祭り

気仙沼向洋高校の生徒による避難所開設
訓練

交流しながらレクリエーションを楽しむ高
齢者

　新ビジョンでは、 1 産業・経済、 2 子ども・子育て、 3 地域社会づくり、
4 県土づくりの４本の柱を掲げるとともに、柱の中に「持続可能な未来」の

ための８つの「つくる」を定め、さまざまな取り組みを推進していきます。

※県政運営の理念「 」は、８つの「つく
る」の英語の頭文字を組み合わせており、「富県躍進」
を目指し前進する宮城の姿を英語で表しています。

❺一人ひとりがいきいきと豊かに生活できる環境をつくる 
　（Richness）
❻健康で、安全安心に暮らせる地域をつくる
　（Good health / Good life）

　安全安心に暮らせる持続可能
な地域社会の形成を目指し、移
住・定住・関係人口の増加や地域
活性化に向けた取り組み、心身
の健康づくりや医療・介護サー
ビスの体制整備などに取り組み
ます。

1

3

2

4

産業・経済
❶全産業で、先進的取組と連携によって新しい価値をつくる 
　（Produce / Promotion）
❷産業人材の育成と産業基盤の活用によって持続的な成長の 
　基礎をつくる（Sustainable growth）

　県内産業の持続的な成長促
進に向けて、新産業の創出やイ
ノベーションの促進、観光振興、
農林水産業の国内外への展開、
若者の県内定着、産業人材の
育成などに取り組みます。

次世代放射光施設完成予想図

子ども・子育て【新規】
❸子ども・子育てを社会全体で切れ目なく応援する環境をつくる 
　（Support a new generation）
❹社会を生き、未来を切りひらく力をはぐくむ教育環境をつくる 
　（Education）

　子ども・子育ての取り組みを
強化するため、新たな柱として
掲げ、社会全体で子育て世代
を支え、子どもたちが夢や自分
らしい生き方を実現できるよう、
総合的な少子化対策や教育環
境の充実などに取り組みます。 高校生の海外をフィールドとした探求活動

県土づくり
❼自然と人間が共存共栄する社会をつくる（Only one Earth）
❽世代を超えて安全で信頼のある強くしなやかな県土をつくる

（Resilience）

　自然災害の大規模化・多様化
が進む中、これら自然災害へ
の対策の強化や脱炭素社会の
実現に向けた取り組みの促進、
豊かな自然環境の保全・再生、
社会資本の整備・維持などに取
り組みます。

復
興
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